
 

資料３ 

北名古屋市行財政改革実行プラン市民説明会の開催について 

 

１ 開催目的 

  北名古屋市行財政改革実行プランの策定に際し、プランに対する市

民の理解を深めつつ、今後、プランに基づく改革を着実に実行してい

くための第一歩として、市長が自らプランの内容を市民へ直接説明す

る市民説明会を開催する。 

 

２ 開催日時・場所 

  第１回 日時：１０月２８日（金）午後７時～午後８時３０分 

      場所：北名古屋市総合体育館 多目的ホール 

      定員：１５０人 

  第２回 日時：１０月２９日（土）午前１０時～午前１１時３０分 

      場所：名古屋芸術大学アートスクエア 大ホール 

      定員：３５０人 

※第１回・第２回とも、開催内容は共通 

   ※後日、市ＨＰ上に当日の模様を動画配信 

 

３ 参加方法 

 ⑴ 事前申込制（先着順） 

 ⑵ 申込方法 

  ① 広報（１０月号）に掲載のＱＲコードから申込み 

② 市役所、名古屋芸術大学アートスクエア、総合体育館、図書館、  

健康ドームに備え付けの申込書を提出 

⑶ 意見・質問 

   プランに対する意見・質問は、申込みとあわせて事前提出 

  ※当日参加しない場合も提出可 

  ※いただいた意見・質問については、当日市長から回答するととも

に、プラン策定の参考とする。 

 ⑷ 申込期限 

   令和４年１０月２１日（金） 

 

４ 周知方法 

 ⑴ 広報（１０月号）、市ホームページ、市公式ＬＩＮＥ 

 ⑵ 東西庁舎、名古屋芸術大学アートスクエア、総合体育館、図書館、

健康ドームにチラシを設置（申込書付き） 

 ⑶ 公共施設及び西春駅にポスターを掲出 

 ⑷ 自治会長会（９月２９日）での案内及び回覧板での周知 



 

５ コーディネーター 

岩崎恭典（四日市大学学長、北名古屋市行政改革推進委員会会長） 

【選定・配置理由】 

現在プランの策定を諮問している市行政改革推進委員会の会長

としての立場、更には、行政・地方自治の専門家としての立場から、

当説明会を通じてプランに対する市民の理解をより深めるととも

に、市民の意見をプランに適切に反映させる観点から、説明会の実

質的な進行や、プランに対する補足、解説、所見などのコメンテー

ターとしての役割をお願いする。  

 

６ 開催内容（プログラム） 

①開会あいさつ【５分】 太田市長 

②コーディネーター紹介・あいさつ【５分】 岩崎教授 

③プランの説明【５０分】 
太田市長 

岩崎教授 

○ プランの内容について、パブリックコメント中のプラン（案）を

用いて、市長が自ら市民に対して説明 

（プラン（案）を舞台スクリーン上に表示、手話要約筆記あり） 

○ 市民目線でわかりやすく伝えるため、プラン（案）の主に財政状

況のページに、ポイントを平易にまとめたサブスライドを使用 

○ 市長による説明後、コーディネーターの岩崎教授が、プランに対

する補足、所感、期待などをコメント 

④プランに対するご意見・ご質問に対する市の考え方

の説明【３０分】 

太田市長 

岩崎教授 

○ 事前に募集したプランに対する意見・質問をコーディネーターの

岩崎教授が紹介し、市長が市の考え方を回答。回答に対して、岩崎

教授が補足等を行う。 

○ 基本的に、意見・質問を提出した者が出席する回において、当該

意見・質問を紹介するよう配慮する。 

※①～④の導入部分の進行は、総務部次長が行い、③及び④内の進行は

コーディネーターの岩崎教授が行う。 

 

７ 参加者アンケートの実施 

説明会終了後、参加者に対してアンケート（記名式）を実施。いた

だいた意見のうち、プランに対する意見はパブリックコメントと同様、

プラン策定の参考とする。 



１
北名古屋市の財政状況

⑶普通建設事業費の推移

〇 H18～24は、合併特例債を含め、地方債の活用に消極的で、一般財源の割合が高い。
〇 H25～29にかけては、総合運動広場の建設、学校教育施設の改修、給食センターの建設、東西庁

舎の耐震補強や増築、九之坪保育園の建設など、合併特例債を活用した大型事業が集中
〇 その影響により公債費が急増し、 経常経費に一般財源を投入せざるを得ないため、H30以降は地

方債の新規発行は抑制傾向
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普通建設事業費と財源の推移（決算額）

地方債(臨時財政対策債、R2合併特例債（基金造成分）は除く) 一般財源 国県補助金等

（億円）

合併特例債を活用した
大型事業が集中

地方債に消極的な姿勢

新規発行は抑制傾向

＜合併特例債＞
合併市町村が行う市町村建設計画に基づく事業を対象とする特例的な地方債で、
後年度に元利償還金の70％が交付税算入される。
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１
北名古屋市の財政状況

⑶普通建設事業費の推移

2

Ｈ２５～Ｈ２９にかけての集中整備

給食センター建設（H25～27）
約23.7億円（うち20.9億円）

総合運動広場建設（H25～27）
約11.0億円（うち10.2億円）

西庁舎分館建設・
西庁舎耐震工事（H25～27）
約20.4億円（うち16.7億円）

小中学校空調整備（H27～29）
約14.9億円（うち11.5億円）

東庁舎耐震工事（H28～29）
約6.4億円（うち5.7億円）

（ ）うち数は合併特例債借入額

サブスライド
イメージ



１
北名古屋市の財政状況

⑹経常収支比率の推移

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

県平均 83.5% 84.9% 86.0% 90.3% 90.2% 90.2% 91.2% 90.8% 88.7% 87.6% 89.5% 90.9% 89.5% 90.6% 91.6%

北名古屋市 81.0% 84.8% 83.7% 89.3% 89.6% 91.5% 87.2% 92.8% 90.3% 90.7% 94.8% 95.5% 93.2% 95.9% 98.3% 87.4%
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経常収支比率の推移 公債費の急増により

県平均との乖離が拡大

〇 扶助費の増加に伴い、充当一般財源が伸び続ける中、H25～27にかけて合併特例債を短期間で急
激に活用したことで、公債費が増加し、H28以降、県平均を大幅に上回る。

〇 経常収支比率の低下は、想定できない歳入による経常一般財源の増加に起因。Ｒ3の急低下は、普
通交付税の増額や追加交付等、特例的な歳入による一時的な影響

＜経常収支比率＞
地方税、地方交付税などの経常的な一般財源が、どの程度経常的な経費に充てられてい
るかを示す指数で、指数が高いほど財政構造の硬直化を示す。

充当一般財源 12,080,487 12,387,080 12,610,505 13,216,997 13,732,752 14,005,657 14,277,688 14,671,559 14,967,010 15,197,556 15,458,052 16,042,003 16,799,796 16,959,141 17,571,293 17,288,923

経常一般財源 14,907,993 14,610,306 15,068,901 14,806,990 15,325,799 15,304,889 16,373,837 15,801,787 16,573,208 16,751,610 16,310,659 16,798,042 18,027,204 17,677,706 17,875,897 19,781,644

経常収支比率の低下は
歳入の影響（丸印）
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北名古屋市の財政状況

⑹経常収支比率の推移
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経常収支比率とは

家計に例えれば、もらった給料をどれだけ生活費に充てているかの割合

１００％に近い北名古屋市は、新しいサービスや公共施設・インフラの
整備・更新、財政調整基金の積立てができない

給 料

食費生活費 光熱水費 ローンの返済 仕送り

経常収支比率（９０％）

残りの１０％で趣味や旅行、
車の購入、貯金などをしないといけない

サブスライド
イメージ


